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公共施設等の管理

公共施設等総合管理計画を
策定しました

問行政経営課（☎ 826・1111　内線 2384）

コストを抑えて適正に施設を管理するために

【
計
画
策
定
の
目
的
・
計
画
期
間
】

　
日
本
の
人
口
は
今
後
、
徐
々
に

減
っ
て
い
く
と
予
想
さ
れ
、
同
時

に
公
共
施
設
な
ど
の
老
朽
化
が
全

国
的
な
問
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
本
市
に
お
い
て
も
、
人
口
や
税

収
が
減
る
一
方
、
公
共
施
設
な
ど

の
改
修
・
更
新
に
か
か
る
費
用
は

増
え
て
い
く
と
見
込
ま
れ
、
い
ま

あ
る
施
設
を
そ
の
ま
ま
維
持
し
続

け
る
こ
と
は
難
し
い
と
考
え
ら
れ

ま
す
。

　
そ
こ
で
、
保
有
す
る
公
共
施
設

に
つ
い
て
、
更
新
・
統
廃
合
・
長

寿
命
化
な
ど
を
計
画
的
に
行
う
こ

と
に
よ
り
、
将
来
に
わ
た
っ
て
持

続
可
能
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
維
持

で
き
る
よ
う
、『
土
浦
市
公
共
施
設

等
総
合
管
理
計
画
』を
策
定
し
ま

し
た
。

　
計
画
期
間
は
平
成
28
年
度
～
67

年
度
の
40
年
間
で
す
。

対
象
と
な
る「
公
共
施
設
等
」

建
築
物
施
設
…
市
庁
舎
、
地
区
公

民
館
、
学
校
な
ど

非
建
築
物
施
設
…
公
園
、
駐
車
場

（
建
築
物
の
な
い
）な
ど

イ
ン
フ
ラ
施
設
…
道
路
、
橋
り
ょ

う
、
上
・
下
水
道
な
ど

★
広
報
紙
で
は
、
こ
の
う
ち「
建

築
物
施
設
」を
中
心
に
、
そ
の

概
要
に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。

課
題
１

今
後
、
人
口
と
税
収
は
徐
々
に

減
っ
て
い
く
と
見
込
ま
れ
ま
す

　
市
で
は
、
人
口
減
少
を
く
い
止

め
る
た
め
に
さ
ま
ざ
ま
な
取
組
を

実
施
し
て
い
ま
す
が
、
そ
れ
で
も

な
お
40
年
後
に
は
２
９
，０
２
９

人（
平
成
27
年
度
比
20
・
５
％
）が

減
り
、
特
に
20
代
～
50
代
を
中
心

と
す
る
、
生
産
年
齢
人
口
が
減
少

す
る
と
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
に
合
わ
せ
て
、
税
収
な
ど

の
市
の
収
入
も
減
少
し
て
い
く
と

考
え
ら
れ
ま
す
。

年 齢 平成27年度 平成67年度 人口増減率
年少人口
（0～14歳） 17,261 15,377 -10.9%

生産年齢人口
（15～64歳） 86,213 57,344 -33.5%

老年人口
（65歳以上） 38,164 39,888 4.5%

合 計 141,638 112,609 -20.5%

年齢別人口の推計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）

※年齢不詳者を除く

課
題
２

建
築
物
施
設
の
老
朽
化
が
進
ん

で
い
ま
す

　
本
市
の
建
築
物
施
設
は
、
昭
和

40
年
代
に
建
て
ら
れ
た
も
の
が
多

く
、
築
30
年
以
上
の
施
設
が
全
体

の
半
数
以
上
を
占
め
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
施
設
は
老
朽
化
が
進

み
、
同
時
期
に
修
繕
や
建
て
替
え

が
必
要
に
な
り
ま
す
。

築年数別の延床面積割合
10年未満
5.6%

10～20年未満
13.5%

20～30年未満
17.4%30～40年未満

41.8%

40～50年未満
18.7%

50年以上
3.1%

人
口
が
減
っ
て
、
税
収
も
減
る
。

施
設
は
ど
う
な
る
ん
だ
ろ
う
？

今
ま
で
通
り
使
え
る
の
か
な
？



広報つちうら　お知らせ版　2016.10.187

公共施設等の管理

　このような課題を解決するため、公共施設等総合管理計画では、
次のような目標を掲げています。

課
題
３

近
い
将
来
、
施
設
の
更
新
に
多

額
の
費
用
が
必
要
と
な
り
ま
す

　
現
在
の
建
築
物
施
設
を
全
て
改

修
も
し
く
は
建
て
替
え
た
場
合
、

今
後
40
年
間
に
わ
た
っ
て
、
毎
年

49
・
８
億
円
の
費
用
が
必
要
と
な

り
ま
す
。
そ
れ
に
対
し
、
市
の
直

近
５
年
間
の
施
設
整
備
関
連
費
用

は
平
均
16
・
５
億
円
で
す
。

　
こ
れ
ら
の
課
題
を
解
決
す
る
た

め
、
次
の
よ
う
な
取
組
目
標
を
設

定
し
ま
す
。

◎
施
設
の
長
寿
命
化
に
よ
り
、
施

設
修
繕
・
更
新
に
か
か
る
費
用

を
抑
え
る
こ
と

◎
床
面
積
の
縮
減
、施
設
の
複
合・

集
約
化
を
進
め
、
40
年
後
の
公

共
施
設（
建
築
物
）の
総
量
を
現

在
の
30
％
縮
減
す
る
こ
と

　
全
庁
体
制
の
推
進
本
部
を
立
ち

上
げ
、
公
共
施
設
な
ど
の
現
在
の

状
況
を
く
わ
し
く
分
析
し
ま
す
。

　
さ
ら
に
、分
析
結
果
を
も
と
に
、

市
民
の
ニ
ー
ズ
や
政
策
と
の
整
合

性
な
ど
を
考
慮
し
な
が
ら
、
公
共

施
設
に
関
す
る
長
期
的
な
見
通
し

を
立
て
る
こ
と
に
よ
り
、
適
正
な

施
設
管
理
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　
つ
ま
り
、
今
あ
る
全
て
の
施
設

を
維
持
し
よ
う
と
す
る
と
、
現
在

の
３
倍
の
費
用
が
か
か
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。

建築物施設の改修・更新費用推計
（億円）
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取
組
目
標

施
設
の
総
量
を
縮
減
し
つ
つ
、

長
寿
命
化
し
て
コ
ス
ト
を
抑
え

ま
す

今
後
の
方
針

全
庁
的
な
組
織
を
立
ち
上
げ
、

施
設
の
適
正
管
理
を
進
め
ま
す

年間必要額
（推計）
49.8億円

投資的経費
（５年平均）
16.8億円

年間
33.3 億円
の不足

コミュニティ・文化施設
保健・福祉施設
住宅施設
子育て支援施設
学校教育施設
行政施設
消防施設
交通施設

長寿命化・集約化などによる改修・更新費用の縮減効果

現在の投資的経費 現在の施設量を維持 長寿命化による縮減 長寿命化・施設量30％縮減
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16.5

49.8

27.0

22.8

18.9

30.9

3.01倍

1.64倍
1.15倍

（億円）
現在の投資的経費
年間必要額（推計）
縮減効果額

★
非
建
築
物
・
イ
ン
フ
ラ
施
設
に

つ
い
て
や
計
画
の
詳
細
な
ど
、

詳
し
く
は
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

将来に負担を残さないため
にも、今のうちから施設を
適正に管理していかないと
いけないんだね！


